
令和５年長浜市議会定例会 

令和５年１２月定例月議会 

議案書（追加） 
                                       

2 令和５年度長浜市一般会計補正予算（第６号） 

16 工事請負契約について 
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議案第１１３号 

 

   令和５年度長浜市一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和５年度長浜市一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，２７０，２５０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５８，０５６，４６７千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

 

  令和５年１２月６日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   

 

2



１

25,436 1,14

表

7,771 3,773

　

,207

歳

18 繰入金 3,28

入

9,398 122,4

歳

79 3,411,87

出

7

1 基

予

金繰入金 3,225,

算

350 122,479

補

3,347,829

正

歳　　　

歳

　入　　　　合　　　

入

　計 56,786,2

（

17 1,270,25

単

0 58,056,46

位

7

：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

14 国庫支出金 8,400,972 1,147,771 9,548,743

第

2 国庫補助金 2,6
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歳

12,411,944

出

7 商工

（

費 1,291,409

単

376,550 1,6

位

67,959

：

1 商工費 1,2

千

91,409 376,

円

550 1,667,9

）

59

歳

款

　　　　出　　　　合

項

　　　　計 56,78

補

6,217 1,270

正

,250 58,056

前

,467

の額 補　正　額 計

3民生費 21,454,698 893,700 22,348,398

1 社会福祉費 11,518,244 893,700
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第２表　繰越明許費補正

追加 （単位：千円）

款

３　民生費 非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 893,000

項 事　　業　　名 金　額

１　社会福祉費
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令和５年度長浜市一般会計 

 

補正予算（第６号）説明書 
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歳入

庫

5,436 1,147

支

,771 3,773,

出

207

（款） 18 

金

繰入金

（項）  1 

（

基金繰入金

項

目 補正前の額 補正

）

額 計

15 環

 

境と社会経済の好循環

 

創造基金繰 54,21

2

7 122,479 17

（

 

6,696

国

入金

庫

計 3,225

補

,350 122,47

助

9 3,347,829

金

款

目 補正前の額 補

）

正額 計

 2

 

総務費国庫補助金 86

1

7,601 1,147

4

,771 2,015,

 

372

国

計 2,62
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（単

 1 総務管理費補助金 1,147,771

（単位：千円）

節

節
説　　

説

　　　　　　明
区　　

　

分 金　　額

　

 1 環境と社

　

会経済の好循環創 12

　

2,479

造

位

　

基金繰入金

　　　明
区　　分 金

：

　　額

（単位：千円）千

節
説　

円

　　　　　　　明
区　

）

　分 金　　額

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 1,147,771
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歳出

生

　方　債 そ　の　他

費

 1

（

社会福祉総務費 3,7

項

18,520 893,

）

700 4,612,2

 

20 893,700

 1 社

（

会福祉費

計 11,518,244 893,700 12,4

款

11,944 893,700

（款）  7 

補

商工費

（項）  1 

　

商工費

　

補　　正　　額　　

正

の　　財　　源　　内

　

　　訳

　

目 補正前の額

額

補　正　額 計 特　　　

　

定　　　財　　　源
一

）

　

般財源
国県支出金 地　

の

方　債 そ　の　他

　

 2商

　

工業振興費 730,4

財

42 376,550 1

　

,106,992 25

　

4,071 122,4

源

79

　　

 

内　

計

　

1,291,409 3

訳

76,550 1,667,959 254,071 122,479

 

目 補正前の

3

額 補　正　額 計 特　　

 

　定　　　財　　　源

民

一般財源
国県支出金 地
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（単

 3 職員手当等 27

節

8

　職員手当等 278 4 共済費 319

　共済費 31910 需用費 131

　消耗品費 13111 役務費

説

6,900

　

　

通信運搬費 4,700

位

　

12 委託料 9

　

,639

　手

　

数料 2,200

　

18 負担金、補助 8

　

75,000

　業務委

　

託料 1,282

　

及び交付金

　情報シ

　

ステム委託料 8,35

　

7

　住民税非

　

課税世帯等に対する臨

：

　

時特別給付金（低所得

　

者世帯支援枠

　

　分） 868,000

明

　住民税非課

区

税世帯等に対する臨時

　

特別給付金（家計急変

　

分） 7,000

分 金

（単位：千円）

　

節

説

千

　

　　　　　　　　　　

額

　　　　明
区　　分 金　　額

□緊急経済対策事業費 376,55010 需用費 200

□

　印刷製本費 200

非

11 役務費 1,

課

000

　広告

税

料 1,000

円

世

12 委託料 375,3

帯

50

　キャッシュレス

等

決済ポイント還元事業

臨

委託料 375,350

時特別給付金

）

給付事業費 893,700 1 報酬 1,433

　報酬 1,433
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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、宿日直手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、宿日直手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後

長　等 3 28,200

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分）

131,334 31,056 162,390

その他の特別職 1,378 71,551

44,439

議　員 22 99,120 32,214 3.40

9,588 3.40 24 37,812 6,627

240,697 37,683 278,380

補正前

長　等 3 28,200

計 1,403 170,671 28,200 41,802 24

71,551 71,551

131,334 31,056 162,390

44,439

議　員 22 99,120 32,214 3.35

9,588 3.35 24 37,812 6,627

37,683 278,380

比　較

長　等

計 1,403 170,671 28,200 41,802 24 240,697

71,551 71,551その他の特別職 1,378 71,551

議　員

計

その他の特別職

8,804,588 1,601,213 10,405,801

補正前 1,390 (960) 1,114,557 4,592,585 3,095,735

補正後 1,390 (960) 1,115,990 4,592,585 3,096,013

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

1,711 319 2,030

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

管理職
特別勤務

手当

8,802,877 1,600,894 10,403,771

比　較 1,433 278

1,209,585 678,339 140,408 18,282 238,787

その他
手当

退職手当

補正後 104,056 86,153 35,574 211,792 1,284 369,826 1,927

時間外、
休日勤務

手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

222

18,282 238,787

比　較 56

369,826 1,927 1,209,363 678,339 140,408補正前 104,056 86,097 35,574 211,792 1,284

6,270,202 1,189,060 7,459,262

補正前 1,000 (9) 3,649,706 2,620,496

補正後 1,000 (9) 3,649,706 2,620,496

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

管理職
特別勤務

手当

6,270,202 1,189,060 7,459,262

比　較

851,581 678,339 113,148 17,760 219,000

その他
手当

退職手当

補正後 104,056 63,135 35,574 211,792 1,284 323,188 1,639

時間外、
休日

勤務手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

17,760 219,000

比　較

323,188 1,639 851,581 678,339 113,148補正前 104,056 63,135 35,574 211,792 1,284
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、宿日直手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

2,534,386 412,153 2,946,539

補正前 390 (951) 1,114,557 942,879 475,239

補正後 390 (951) 1,115,990 942,879 475,517

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

1,711 319 2,030

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

管理職
特別勤務

手当

2,532,675 411,834 2,944,509

比　較 1,433 278

358,004 27,260 522 19,787

その他
手当

退職手当

補正後 23,018 46,638 288

時間外、
休日

勤務手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

222

522 19,787

比　較 56

46,638 288 357,782 27,260補正前 22,962

給料

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

278

職員手当 278

医療職
(3)

再任用

令和５年
１０月１日

現在

平均給料月額 323,375 388,125 293,234 303,876

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)

269,776

平均年齢（歳） 43歳0月 45歳5月 37歳9月 53歳6月 62歳5月

229,742

平均給与月額 487,805 580,987 397,734 419,455

短大卒（中級） 181,800 192,400 - 198,800

高校卒（初級） 170,900 - 170,900 -

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職

大学卒（上級） 202,400 205,700 - 208,800 234,800

230,800

短大卒（中級） - - - 193,500

医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 166,600 - 164,000 -

大学卒（上級）
総合職 208,000
一般職 196,200

- - 202,800 228,500

218,800
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　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

令和5年10月1日
現在

1 57 8.9 1 1 35

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

2 82 29.8 2 3 17.6

12.7 1 2 11.8

2 57 8.9 2 19 67.9

4 62 22.5 4 11 64.74 153 24.0 4 3 10.7

3 50 18.2 3 1 5.93 121 19.0 3 6 21.4

6 20 7.36 57 8.9

5 26 9.55 155 24.3

計 275 100 計 17 100計 638 100 計 28 100

77 38 6.0

令和5年10月1日
現在

1 1 1

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

2 2 11 34.4

1 5 15.6

2 2

構成比
（％）

4 44 4

3 3 9 28.13 3

6 6 2 6.36

5 5 5 15.65

計 計 32 100計 計

77

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職
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　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和5年10月1日現在）

国の制度 2.200 2.300 4.500 有

令和５年度 2.200 2.300 4.500 有

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

幼児
教育職

技能
労務職

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

給料総額に対する比率(%) 0.03 0.10 - -

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

工事現場監督等従事手当、福祉事務従事手当、市税等滞納処分従事手当

　ク その他の手当

0.11 - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和5年10月1日現在）

6.72 13.64 - - 11.76
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議案第１１４号 

 

工事請負契約について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条第１項第５号及び長浜市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年長浜市条例第54号）第２条の規

定に基づき、次のとおり工事請負契約を締結することにつき、議会の議決を求める。 

 

 

  令和５年１２月６日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

１ 契約の目的  湖北中学校南校舎等長寿命化改修工事（建築） 

 

２ 契約の方法  一般競争入札 

 

３ 契約の金額  ４３５，６００，０００円 

 

４ 契約の相手方  長浜市山階町３５３番地の８ 

たちばな建設株式会社 

代表取締役 中川 善美 
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